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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第71期

第３四半期連結
累計期間

第72期
第３四半期連結
累計期間

第71期

会計期間
自平成23年４月１日
至平成23年12月31日

自平成24年４月１日
至平成24年12月31日

自平成23年４月１日
至平成24年３月31日

売上高（百万円） 94,811 104,863 130,717

経常利益（百万円） 6,823 11,544 11,264

四半期（当期）純利益（百万円） 3,606 6,792 6,111

四半期包括利益又は包括利益

（百万円）
1,233 7,180 6,600

純資産額（百万円） 121,872 132,005 126,581

総資産額（百万円） 182,293 183,221 187,137

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
51.78 97.54 87.75

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
51.74 97.37 87.68

自己資本比率（％） 66.4 72.0 67.6

 

回次
第71期

第３四半期連結
会計期間

第72期
第３四半期連結
会計期間

会計期間
自平成23年10月１日
至平成23年12月31日

自平成24年10月１日
至平成24年12月31日

１株当たり四半期純利益金額

（円）
25.48 42.74

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については

記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

 

２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、

重要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券

報告書に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

　

２【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（1）業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、震災復興需要や堅調な個人消費に支えられ、回復の兆しが

見られましたが、欧州債務危機問題や新興国経済の減速などにより先行き不透明な状況が続いております。

当物流業界におきましては、震災からの復旧に伴い貨物取扱量は回復してまいりましたが、電気料金の値上げ

や円安による燃料価格の上昇等、コスト増加が懸念され、経営環境はより一層厳しくなることが予想されます。

このような状況下、当社グループにおきましては主要顧客である自動車業界の生産・販売が回復したことに加

え、エコカー補助金等の政策効果や復興需要もあり、売上高は1,048億63百万円と前年同期比10.6％の増収となり

ました。

営業利益につきましては、売上高の増加や業務の効率化を推進した結果、前年同期比56.2%増の102億39百万円

となりました。

経常利益につきましては、115億44百万円と前年同期比69.2％の増加となりました。その要因といたしまして

は、営業外収益が持分法による投資利益の増加や営業所設備移設や福島原発事故による受取補償金、為替差益な

どにより前年同期比47.8％増の15億15百万円となり、営業外費用が投資有価証券評価損や支払利息の減少などに

より前年同期比72.2％減の２億10百万円となったことによるものであります。

この結果、四半期純利益につきましては、前年同期比88.4％増の67億92百万円となりました。

　

セグメント別の業績は次のとおりであります。

①　運送事業

エコカー補助金の効果などにより、当社グループの主要顧客である自動車業界の貨物取扱量が回復したこ

とや、中越テック㈱及び札幌新聞輸送㈱の２社が当期から決算期を12月から３月に変更したことに伴い、当

第３四半期連結累計期間において12ヶ月分の財務諸表を連結したことなどにより、売上高は前年同期比11.0％

増の528億71百万円となりました。営業利益は、増収効果などにより前年同期比60.9％増の26億63百万円となり

ました。

②　倉庫事業

保管貨物量の回復や新規業務の獲得などにより、売上高は前年同期比13.9％増の153億６百万円となりまし

た。営業利益は、保管効率の向上や固定費の削減などにより前年同期比23.1％増の39億48百万円となりまし

た。

③　梱包事業

当社グループの主要顧客である自動車業界の貨物取扱量が回復したことなどにより、売上高は前年同期比

8.4％増の251億26百万円となりました。営業利益は、売上高の増加や業務の効率化などにより前年同期比

137.0％増の21億93百万円となりました。

④　テスト事業

業務量の回復や新規業務の獲得により、売上高は前年同期比21.9％増の78億40百万円となりました。営業利

益は、従業員の増員に伴う人件費の増加等がありましたが、増収効果により前年同期比162.4％増の７億11百

万円となりました。

 

（2）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（3）研究開発活動

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 152,000,000

計 152,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成24年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成25年２月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 74,239,892 74,239,892
 東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数

100株

計 74,239,892 74,239,892 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
 

（百万円）

資本金残高
 

（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成24年10月１日～

平成24年12月31日
－ 74,239,892 － 11,316 － 12,332

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成24年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 4,600,900 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 69,585,300 695,853 －

単元未満株式 普通株式 53,692 － －

発行済株式総数 74,239,892 － －

総株主の議決権 － 695,853 －

（注）「単元未満株式」の欄の普通株式には、当社所有の自己株式48株が含まれております。

 

②【自己株式等】

 平成24年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合
（％）

日本梱包運輸倉庫株式会社
東京都中央区明石町

６番17号
4,600,900 － 4,600,900 6.19

計 － 4,600,900 － 4,600,900 6.19
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２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

（1）役職の異動

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

取締役

専務執行役員

　

―

　

取締役

常務執行役員
― 長岡　敏巳 平成24年７月１日

取締役

常務執行役員

法務部長

兼

AEO管理室長

取締役

執行役員

法務部長

兼

AEO管理室長

栗栖　隆 平成24年７月１日

取締役

常務執行役員

　

輸送安全管理室長

　

取締役

執行役員
― 佐野　恭行 平成24年７月１日

取締役

常務執行役員

輸送安全管理室長

兼

品質安全管理部長

兼

安全運転研修セン

ター長

取締役

常務執行役員
輸送安全管理室長 佐野　恭行 平成24年９月１日

　

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における執行役員の異動は、次のとおりであります。

（1）役職の異動

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

常務執行役員

　

―

　

常務執行役員 輸送安全管理室長 藤崎　繁実 平成24年７月１日

執行役員 関東事業部長 執行役員

関東事業部長

兼

第一営業部長

杉本　直彦 平成24年９月１日

執行役員

埼玉事業部長

兼

物流企画室長

執行役員 埼玉事業部長 江原　勝雅 平成24年９月１日

執行役員

　

九州事業部長

　

執行役員

第二営業部長

兼

九州事業部長　

田澤　雅博 平成24年10月１日

執行役員

　

―

　

執行役員

　

埼玉事業部副部長

　

川野　憲司 平成24年10月１日
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成24年10月１日から平成

24年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 13,666 9,274

受取手形及び売掛金 27,089 25,243

有価証券 9,819 10,583

商品及び製品 10 19

原材料及び貯蔵品 475 447

繰延税金資産 1,469 1,245

その他 1,602 1,658

貸倒引当金 △14 △11

流動資産合計 54,119 48,461

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 39,240 38,048

機械装置及び運搬具（純額） 1,967 2,261

工具、器具及び備品（純額） 704 863

土地 61,943 62,659

リース資産（純額） 127 179

建設仮勘定 676 1,985

有形固定資産合計 104,659 105,998

無形固定資産 1,435 1,613

投資その他の資産

投資有価証券 23,500 23,744

長期貸付金 128 132

繰延税金資産 1,650 1,657

その他 1,760 1,732

貸倒引当金 △115 △119

投資その他の資産合計 26,924 27,147

固定資産合計 133,018 134,760

資産合計 187,137 183,221
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 12,393 7,535

電子記録債務 － 4,402

短期借入金 7,180 4,087

1年内償還予定の社債 10,400 400

リース債務 59 59

未払法人税等 3,244 1,836

賞与引当金 2,485 1,256

役員賞与引当金 150 107

設備関係支払手形 627 736

その他 8,231 7,964

流動負債合計 44,773 28,385

固定負債

社債 400 200

長期借入金 4,688 11,853

リース債務 70 102

繰延税金負債 4,124 4,086

退職給付引当金 5,289 5,465

役員退職慰労引当金 227 177

その他 980 944

固定負債合計 15,782 22,829

負債合計 60,555 51,215

純資産の部

株主資本

資本金 11,316 11,316

資本剰余金 12,332 12,332

利益剰余金 103,773 108,755

自己株式 △6,136 △6,137

株主資本合計 121,285 126,267

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 7,134 7,105

為替換算調整勘定 △1,960 △1,542

その他の包括利益累計額合計 5,173 5,563

新株予約権 63 120

少数株主持分 58 54

純資産合計 126,581 132,005

負債純資産合計 187,137 183,221
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年12月31日)

売上高 94,811 104,863

売上原価 83,209 89,689

売上総利益 11,601 15,174

販売費及び一般管理費 5,045 4,935

営業利益 6,556 10,239

営業外収益

受取利息 174 123

受取配当金 250 289

受取賃貸料 50 53

持分法による投資利益 145 249

受取補償金 － 173

為替差益 － 160

雑収入 403 466

営業外収益合計 1,025 1,515

営業外費用

支払利息 259 154

為替差損 146 －

投資有価証券評価損 301 －

雑支出 49 56

営業外費用合計 757 210

経常利益 6,823 11,544

特別利益

固定資産売却益 57 75

負ののれん発生益 235 2

特別利益合計 293 77

特別損失

固定資産売却損 5 6

固定資産除却損 21 58

投資有価証券評価損 4 0

投資有価証券売却損 122 1

持分変動損失 7 －

災害による損失 139 －

厚生年金基金脱退拠出金 － 237

特別損失合計 300 304

税金等調整前四半期純利益 6,816 11,316

法人税等 3,266 4,523

少数株主損益調整前四半期純利益 3,549 6,793

少数株主利益又は少数株主損失（△） △56 0

四半期純利益 3,606 6,792
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 3,549 6,793

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △1,643 △28

為替換算調整勘定 △666 414

持分法適用会社に対する持分相当額 △6 1

その他の包括利益合計 △2,316 387

四半期包括利益 1,233 7,180

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 1,286 7,182

少数株主に係る四半期包括利益 △53 △1
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【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

（１）連結の範囲の重要な変更

該当事項はありません。

 

（２）持分法適用の範囲の重要な変更

第１四半期連結会計期間より、持分法適用非連結子会社であった中越興業㈱は連結子会社である中越テック㈱

により吸収合併されたため、持分法適用の範囲から除外しております。

また、第２四半期連結会計期間より、持分法適用非連結子会社であった三松運送㈱は連結子会社である中越テッ

ク㈱により吸収合併されたため、持分法適用の範囲から除外しております。

更に、当第３四半期連結会計期間より、持分法適用非連結子会社であった青森チューエツ運輸㈱は連結子会社で

ある中越テック㈱により吸収合併されたため、持分法適用の範囲から除外しております。

 

（３）連結子会社の事業年度等に関する事項の変更

従来、連結子会社のうち、中越テック㈱、札幌新聞輸送㈱、日梱物流（中国）有限公司、NK BRASIL LOGISTICA

LTDA.及びNKP MEXICO, S.A. DE C.V.の決算日は12月31日とし、連結財務諸表の作成に当たっては同日現在の財務

諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行ってまいりました。この

度、より実態に即した経営情報を把握するために、第１四半期連結会計期間より、決算日変更の対応が可能となっ

た中越テック㈱及び札幌新聞輸送㈱について、決算日を３月31日に変更しております。これにより、中越テック㈱

及び札幌新聞輸送㈱については、平成24年１月１日から平成24年12月31日までの財務諸表を連結しております。

この結果、当第３四半期連結累計期間の売上高が15億16百万円、営業利益が１億21百万、経常利益が１億50百万

円、税金等調整前四半期純利益が１億63百万円それぞれ増加しております。

 

 

【会計方針の変更等】

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以降に取

得した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。

これによる当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響は軽

微であります。

　

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

（税金費用の計算）

税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の連結グループ各社の税引前当期純利益

に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算

しております。なお、法人税等調整額は法人税等に含めて表示しております。

 

 

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

該当事項はありません。

　

（四半期連結損益計算書関係）

該当事項はありません。
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自  平成24年４月１日
至  平成24年12月31日）

減価償却費 3,777百万円 3,489百万円

のれんの償却額 41百万円 －百万円

　

　

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自平成23年４月１日　至平成23年12月31日）

１．配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月29日

定時株主総会
普通株式 766 11 平成23年３月31日平成23年６月30日利益剰余金

平成23年11月４日

取締役会
普通株式 557 8 平成23年９月30日平成23年12月９日利益剰余金

　

２．株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末と比較して著しい変動がありません。

　

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自平成24年４月１日　至平成24年12月31日）

１．配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月28日

定時株主総会
普通株式 974 14 平成24年３月31日平成24年６月29日利益剰余金

平成24年11月２日

取締役会
普通株式 835 12 平成24年９月30日平成24年12月10日利益剰余金

　

２．株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末と比較して著しい変動がありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自平成23年４月１日　至平成23年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位:百万円)

　
報告セグメント その他

（注）
合計

運送事業 倉庫事業 梱包事業 テスト事業 計

売上高        

外部顧客への売上高 47,64913,43923,170 6,433 90,693 4,117 94,811

セグメント間の内部売

上高又は振替高
134 219 370 2 727 809 1,536

計 47,78413,65923,540 6,435 91,420 4,927 96,348

セグメント利益 1,656 3,207 925 270 6,060 281 6,341

(注)「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、通関事業及び自動車の修理事業等を含

んでおります。

　

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内

容（差異調整に関する事項）

　

(単位:百万円)

利益 金額

報告セグメント計 6,060

「その他」の区分の利益 281

その他の調整額（注） 215

四半期連結損益計算書の営業利益 6,556

（注）その他の調整額は、営業取引と営業外取引の消去時に生じる差額であります。

　

　

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

(重要な負ののれん発生益)

連結子会社が当該会社の自己株式を取得したことにより、235百万円の負ののれん発生益を計上しております。

報告セグメント別には、「運送事業」215百万円、「倉庫事業」９百万円及び「梱包事業」６百万円ならびに「そ

の他事業」４百万円であります。　
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Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自平成24年４月１日　至平成24年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位:百万円)

　
報告セグメント その他

（注）
合計

運送事業 倉庫事業 梱包事業 テスト事業 計

売上高        

外部顧客への売上高 52,87115,30625,126 7,840101,1453,718104,863

セグメント間の内部売

上高又は振替高
89 143 329 － 562 761 1,323

計 52,96115,45025,455 7,840101,7084,479106,187

セグメント利益 2,663 3,948 2,193 711 9,516 521 10,038

(注)「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、通関事業及び自動車の修理事業等を含

んでおります。

　

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内

容（差異調整に関する事項）

　

(単位:百万円)

利益 金額

報告セグメント計 9,516

「その他」の区分の利益 521

その他の調整額（注） 201

四半期連結損益計算書の営業利益 10,239

（注）その他の調整額は、営業取引と営業外取引の消去時に生じる差額であります。

　

　

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

重要性が乏しいため記載を省略しております。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

項目
前第３四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年12月31日）

(1) １株当たり四半期純利益金額 51円78銭 97円54銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（百万円） 3,606 6,792

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円） 3,606 6,792

普通株式の期中平均株式数（千株） 69,647 69,639

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 51円74銭 97円37銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益調整額（百万円） － －

普通株式増加数（千株） 49 120

（うち新株予約権）（千株） （49） （120）

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり四半期純利益金額の算定に含まれな

かった潜在株式で、前連結会計年度末から重要

な変動があったものの概要

－ －

　

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

　

　

２【その他】

平成24年11月２日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。　

(１)配当金の総額……………………………………835百万円

(２)１株当たりの金額………………………………12円00銭

(３)支払請求の効力発生日及び支払開始日………平成24年12月10日

(注)　平成24年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。　
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

平成25年２月12日

日本梱包運輸倉庫株式会社

取締役会　御中
 

有限責任 あずさ監査法人

　

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 　小　野　友　之　　印

　

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 　栗　栖　孝　彰　　印

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本梱包運輸倉

庫株式会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成24年10月１

日から平成24年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年12月31日まで）に係る四

半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記につい

て四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表

を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本梱包運輸倉庫株式会社及び連結子会社の平成24年12月31日現在

の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が

すべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上

（注）　　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が四半期連結財

務諸表に添付する形で別途保管している。

　　なお、四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていない。
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